
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 スポーツ産業の成長促進事業 

「スポーツ×テクノロジー活用推進事業」 

（するスポーツ） 

委託事業成果報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 



2 

 

目次 

第１章 背景・目的 ...................................................................................................................................... 3 

１－１ 背景・目的 .................................................................................................................................. 3 

第２章 調査の概要 ...................................................................................................................................... 5 

２－１ 調査の要旨 .................................................................................................................................. 5 

２－２ 調査の定義と考え方 .................................................................................................................... 5 

（１）定義・前提 .................................................................................................................................. 5 

２－３ 調査方法 ...................................................................................................................................... 7 

（１） デスクトップ調査 ................................................................................................................... 7 

（２） ヒアリング調査 .................................................................................................................... 10 

第３章 調査結果 ....................................................................................................................................... 12 

３－１ 調査結果のサマリー .................................................................................................................. 12 

３－２ スポーツ競技の強化、普及、育成別での特徴 .......................................................................... 13 

（１） 競技の強化に関するテクノロジー活用の特徴 ..................................................................... 13 

（２） 競技の普及に関するテクノロジー活用の特徴 ..................................................................... 24 

（３） 競技の育成に関するテクノロジー活用の特徴 ..................................................................... 27 

（４） フィットネス関連事業者にて活用が想定されるテクノロジー事例..................................... 34 

３－３ 国内外スポーツ団体の特徴 ....................................................................................................... 37 

（１） 国外スポーツ団体の特徴と傾向 ........................................................................................... 39 

（２） 国内スポーツ団体の特徴と傾向 ........................................................................................... 41 

３－４ ヒアリング調査結果のまとめ ................................................................................................... 42 

第４章 示唆とまとめ ............................................................................................................................. 46 

４－１ 「競技の強化」に関するテクノロジー導入に向けた取り組み................................................. 46 

４－２ 「競技の普及」に関するテクノロジー導入へ向けた取り組み................................................. 49 

４－３ 「競技の育成」に関するテクノロジー導入へ向けた取り組み（ジュニア年代のアスリート育

成） .......................................................................................................................................................... 51 

４－４ 競技の育成」に関するテクノロジー導入へ向けた取り組み（組織の基盤強化）.................... 52 

 

  



3 

 

第１章 背景・目的 

１－１ 背景・目的 

我が国では、政府の成長戦略においてデジタルトランスフォーメーション（DX）推進が掲げられ、

経済産業省や総務省、内閣府等の関係省庁によりあらゆる産業における DX政策が推進されている。

こうした動向を受け、スポーツ庁ではスポーツ産業におけるデジタル技術を活用した新たなビジネ

スモデルの創出等を行うことを目指しており、「第三期スポーツ基本計画」ではスポーツ産業の DX

推進を目指すことに言及している。 

表：省庁における DX関連政策の例

省庁における DX 関連政策 概要 

経済産業省・スポーツ庁「産業界のデジタルト

ランスフォーメーション（DX）推進施策」 

産業界の DX推進に向けて、「デジタルガバナ

ンス・コード」に沿った様々な施策を展開。

「DX推進ガイドライン」、「DXレポート」や

「DX白書」等を策定 1。 

総務省「ICT成長戦略会議」 ICTを日本経済復活の切り札として活用する方

法等を議論、策定 2。 

総務省「情報通信白書」 総務省が毎年発刊する、我が国の情報通信の現

況及び情報通信政策の動向について国民の理解

を得ることを目的としたレポート。企業が DX

を推進する上で重要なポイント等を掲載 3。 

デジタル庁「デジタル社会の実現に向けた重点

計画」 

デジタル社会の実現に向け、政府が行うべき施

策等を定める重点計画を策定 4。 

スポーツ庁「第 3期スポーツ基本計画」 スポーツ産業における DXを導入し、様々なス

ポーツに関する知見や機会を国民・社会に広く

提供することを目指す。デジタル技術を活用し

た新たなビジネスモデルの創出等の取り組みを

推進 5。 

 

世界のスポーツ産業及びスポーツ団体は、コロナ禍を境にビジネスや事業戦略の見直しが迫られ

ている。特に、コロナ禍の影響で財務基盤が傷んだスポーツ団体に対し、テクノロジー企業や機関

投資家などが出資やスポンサーという形で関与するケースが増えたことに伴い、スポーツの場にお

ける DX 化・テクノロジーの活用は「する」「みる」「ささえる」のあらゆる側面で急速に進みつつ

ある。 
特に「する」スポーツの分野では、選手のパフォーマンス分析及び向上に資するテクノロジーが

積極的に活用されている。また、データを効果的に用いたトレーニングや指導、身体的活動にデジ

タル技術を用いてバーチャルスポーツとして競技の普及啓発を行う事例など、テクノロジーの活用

はスポーツの「する」場面における課題の解決や新たな収益源となる可能性がある。 
 

本事業では、国内外のあらゆるスポーツの「する」場面におけるテクノロジー活用の事例を調査

し、我が国のスポーツ界が現在直面している課題の解決に資する効果をもたらすことや今後の政策

の方向性を検討する。また、本事業の調査結果は、事例集及び事業報告書にとりまとめることで、

国内スポーツ団体のスポーツの「する」場面におけるテクノロジー活用推進に貢献することを目指

す。 
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図：本事業におけるアウトプットイメージ 
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第２章 調査の概要 

２－１ 調査の要旨 

本章では、事業で実施したスポーツの「する」場面におけるテクノロジー活用事例の調査に関す

る概要や定義、具体的な調査方法等について述べる。 

第一に調査の前提として、「スポーツの定義」「テクノロジーの定義」「スポーツ×テクノロジ

ー活用の定義」を明確化した。 

第二に、スポーツの「する」場面を「競技の強化」、「競技の普及」、「競技の育成」に分類し、

それぞれの考え方について整理した後、各場面における国内外のスポーツ団体によるテクノロジー

の活用事例調査を実施した。 

 

２－２ 調査の定義と考え方 

（１）定義・前提 

本事業の主題である「スポーツ×テクノロジー活用」を定義し、調査対象を選定するため、先行

研究等を参照しながら「スポーツ」、「テクノロジー」、「スポーツ×テクノロジー」の言葉につ

いての定義を行った。 

「スポーツ」の定義に関しては、スポーツ基本法において「心身の健全な発達、健康及び体力の

保持増進、精神的な充足感の獲得、自律心その他の精神の涵(かん)養等のために個人又は集団で行

われる運動競技その他の身体活動のこと（スポーツ基本法, H23）」と定められている。ただし、本

調査の「スポーツ×テクノロジー」においては、いわゆる運動としての広義のスポーツではなく、

主にスポーツ団体が行う活動の意味を指すため、「サービス財としてスポーツという独自の行為を

プロデュースし、それを人々に提供すること（長積, 2011）6」が近い。 

また、「テクノロジー」とは、本来は技術を意味する言葉であるが、本調査においては、いわゆ

る第四次産業革命をけん引する、「インターネットを基盤とした技術; AI、IoT（Internet of 

Things）、ビッグデータ等 7」の方が適切であると考えられる。 

上記を踏まえ、本調査においては「スポーツ×テクノロジー活用」を「スポーツ団体が ICTやデ

ジタルテクノロジーを活用し、サービスを提供すること」と定義することとした。 

本調査ではスポーツの「する」場面に関してテクノロジー活用事例を収集しているが、スポーツ

の「する」場面とは、プロやアマチュア、ジュニア世代の選手が競技スポーツを実施する場面やラ

ンニング・散歩といった、あらゆる人々が身体活動を伴う運動、スポーツを実施する場面を想定し

ている。 

スポーツを「する」場面の定義をプロアスリートやアマチュア、ジュニア世代のアスリートの競

技レベルを向上させるための「競技の強化」や「競技の育成」、将来のアスリートを発掘や競技人

口を拡大させるための「競技の普及」に分類し、各場面における国内外のスポーツ団体によるテク

ノロジーの活用事例を調査した。 

なお、「競技の強化」、「競技の普及」、「競技の育成」それぞれの定義については以下の通り

設定している。 
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図：「競技の強化」「競技の普及」「競技の育成」の定義 

 

調査にあたっては、偏りのない事例収集を実施するため、「競技の強化」、「競技の普及」、

「競技の育成」の各場面におけるテクノロジーの利用シーンや目的の種別を要素分解し、予め定義

づけしたうえで、事例の収集を実施した。なお、定義の設定は初期調査後に収集した事例の傾向を

踏まえ、分類している。 

 

図：「競技の強化」「競技の普及」「競技の育成」の目的別分類 

 

こうした分類を行うことで、導入されているテクノロジーの傾向を把握し、国内外で導入されて

いるテクノロジーの傾向にどのような違いがあるかを明らかにした。 
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２－３ 調査方法 

調査手法は、デスクトップ調査、ヒアリング調査の 2つの手法を選択している。デスクトップ調

査において国内外のスポーツ団体が行うテクノロジー活用事例を広く収集し、その調査結果を踏ま

えて選定したスポーツ団体を対象にヒアリング調査を行った。 

 

（１） デスクトップ調査  

事例の収集にあたっては、国内外のスポーツ団体が活用している「競技の強化」、「競技の普

及」、「競技の育成」に関するテクノロジー活用事例及び将来的にフィットネス関連事業者（ジム

運営者やヨガ教室運営者等）によって導入することが期待される消費者向けテクノロジー活用事例

について調査も収集している。なお、事例収集時の条件として下記を予め設定した。 

 

 前提条件① 

コロナウイルス感染症拡大前と拡大後で導入されたテクノロジーの傾向が異なることも想定さ

れることから、2018 年以降の情報を中心に収集すること 

 

 前提条件② 

「競技の強化」、「競技の普及」、「競技の育成」に関するテクノロジー活用事例については、

プロスポーツ団体による活用事例だけでなく、アマチュア団体や運動部活動による活用事例も

収集すること 

 

 前提条件③ 

消費者向けのテクノロジー事例については、将来的にフィットネス関連事業者（ジム運営者や

ヨガ教室運営者等）によって導入することが期待される事例を中心に調査することから、ゲー

ム性が強いアプリや一般消費者が日常生活で利用可能なウェアラブル端末等の事例は調査の対

象外とすること  

 

また、「競技の強化」、「競技の普及」、「競技の育成」に関するテクノロジー活用事例の収集

は、テクノロジーを導入した組織やテクノロジーの概要だけでなく、スポーツ組織が直面する課題

の解決に資する内容を把握するといった目的から、テクノロジーを導入した背景や導入によって得

られた効果等を網羅的に調査した。なお、本調査では既存の調査や報道等の公開情報を中心に情報

収集を実施している。 
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図：「競技の強化」「競技の普及」「競技の育成」に関する事例の調査項目 

 

さらに、収集した事例について、どのような技術が活用されているのか調査を行った。技術項目を策

定するにあたり、総務省が企業向けに行った調査における「デジタル技術の導入状況」8を基とし、一部

初期事例調査の結果も踏まえて追加・削減を行った。例えば、総務省調査における技術項目の一つであ

る「データ分析」は、スポーツを「する」場面においては、練習や試合中の選手の生体情報やプレー

内容に関するデータを分析することが想定されるため、「バイタル/スタッツデータ」とした。また、

技術項目の定義はスポーツ庁、総務省、経済産業省等における文献等を基に作成した。 

表：当調査における技術の定義(デジタル庁、総務省、経済産業省等を基に作成) 

技術名 定義 

AI 「AI(人工知能)」は、人間の思考プログラムと同じような形で動作するプログラム

全般を指す。人間の「学習」に相当する仕組みをコンピューター等で実現する

「ML(機械学習)」や多数の層から成るニュートラルネットワークを用いる「DL(深層

学習)」は「AI」に含まれる。本調査では、膨大なファンデータを解析する事例や、

「選手」を自動で認識し追跡するカメラの事例などがあてはまる。 

センサー 「センサー」とは光、位置、加速度、磁気など様々な情報を感知し、そのデータを

計測する装置を指す。本調査では、競技実施時に発生する選手の動作の計測やボー

ルのスピードや飛距離などの情報を計測する事例などがあてはまる。 

ウェアラブル 「ウェアラブル」とは、腕や頭部等の身体に装着して利用する ICT 端末の総称であ

る。デバイスによって、心拍数や血圧、トレーニングや試合中の走行距離等のデー

タを収集することができる。本調査では、特に選手・競技者が着用し、選手のパフ

ォーマンスや体調管理、プレー内容の分析等に活用される事例を「ウェアラブル」

とする。 

バイタル/スタ

ッツデータ 

「バイタル/スタッツデータ」は、試合やトレーニング、競技者から得られるデータ

全般を指す。試合の詳細やフィジカル、コンディションに関連するデータ等が該当

する。本調査では、選手個人の生体情報、選手やチームのプレー成績等のデータが

あてはまる。 

クラウド 「クラウド」は、データやアプリケーション等のコンピューター資源をネットワー

ク経由で利用する仕組みを指す。ソフトウェア機能の提供を行う「SaaS」やアプリ

ケーション実行用のプラットフォーム機能の提供を行う「PaaS」、ハードウェアや

インフラ機能の提供を行う「IaaS」は「クラウド」に含まれる。本調査では、バイ

タルデータやファンデータ、映像等を管理する事例があてはまる。 
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アプリ 「アプリ」は、スマートフォンや PC 等を通じて消費者がサービスを利用するプラッ

トフォーム全般を指す。本調査では、選手や指導者がウェアラブル端末等から取得

したデータを確認するために活用されるサービスなどの事例が対象となる。 

AR/VR 「AR/VR」は、コンピューターによって作られた仮想空間/拡張空間を指す。一般的

な定義では、MR は複合現実、メタバースは 3 次元の仮想空間を指すが、本調査で

は、AR/VR/MR/メタバース等をまとめて「AR/VR」と定義することとし、VR ヘッドセ

ットによる仮想空間における競技の体験などがあてはまる。「AR/VR」の個別の定義

は以下のとおりである。 

AR：仮想現実。コンピューター上に CG 等で人工的な環境を作り出し、あたかもそこ

にいるかの様な感覚を体験できる技術。 

VR：拡張現実。現実の風景にコンピューターで生成した情報を重ね合わせること

で、現実世界を拡張しようという技術。 

MR：複合現実。CG 等で作られた人工的な仮想空間と現実空間を融合させ、両者がリ

アルタイムで影響し合う新たな空間を構築する技術。 

メタバース：コンピュータネットワーク上で 3 次元の仮想空間（または仮想空間を

活用したサービス）を構築する技術。 

5G 「5G」は、超高速・多数接続・超低遅延という 3 つの機能を持つ次世代の移動通信

システムを指す。本調査では、スタジアムの 5G のインフラ整備や、よりハイスピー

ドでの動画の提供などがあてはまる。 

撮影関連 「撮影関連」は、高性能カメラによる映像撮影全般を指す。本調査では、AI による

自動追跡撮影や 360 度撮影等があてはまる。 

映像解析 「映像解析」は、撮影された映像の加工、または編集などの解析全般を指す。本調

査では、顔認証技術や、撮影された試合映像をもとにしたスタッツデータの算出、

試合映像の分析を AI が実施する技術等があてはまる。 

 

 本調査では、将来的に国内のフィットネス関連事業者（ジム運営者やヨガ教室運営者等）が提供

するサービスの付加価値向上や新たな顧客獲得手段として導入することで効果が発揮される消費者

向けテクノロジー活用事例についても収集している。具体的には、国内のジムで活用することが可

能な最先端のマシンやオンラインレッスンの体験を向上するために用いることが可能なテクノロジ

ー活用事例を収集し、調査対象となったテクノロジーについては、対象とする競技や利用シーン、

テクノロジー活用によって得られる効果等を幅広く調査し、国内のフィットネス関連事業者にとっ

て有益となる情報をとりまとめた。 

 

図：フィットネス関連事業者にて活用が想定される事例の調査項目 
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（２） ヒアリング調査 

 事例調査から得た結果をもとに、「競技の強化」、「競技の普及」、「競技の育成」に関するテ

クノロジーを導入しているもしくは導入を検討している団体に対してヒアリング調査を実施した。

ヒアリング調査では、プロスポーツチーム、実業団、競技団体と異なる種別の団体に対してヒアリ

ングを実施し、団体種別ごとのテクノロジー導入に関する実態や考え方等を把握した。 

ヒアリング調査では、「競技の強化」、「競技の普及」、「競技の育成」に関するテクノロジー

の導入状況や導入時の課題、今後のテクノロジー活用予定等を設問項目として設定し、デスクトッ

プ調査を通じて得られた示唆や課題の詳細確認を実施している。 

 

図：国内実業団及び競技連盟へのヒアリング調査項目 

 

また、国内において事例が存在しない暴力やハラスメント防止に関するテクノロジーの活用を実

施している海外の競技連盟、国内にて運動部活動向けのサービスを展開している事業者に対しても

個別のヒアリング調査を実施している。 

海外の競技連盟に対しては、「競技の強化」、「競技の普及」、「競技の育成」に関するテクノ

ロジーの導入状況について調査するとともに、暴力やハラスメントを防止するために導入している

テクノロジーの導入状況や導入時の課題、その他取り組み等について調査を実施した。 
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図：国外競技連盟へのヒアリング調査項目 

 

運動部活動向けのサービスを展開している国内事業者に対しては、運動部活動へのテクノロジー

の導入状況や国内の運動部活動が抱えるテクノロジー導入までの課題、今後運動部活動へのテクノ

ロジー導入を促進するための解決策等についてお話を伺った。 

 

図：国内事業者へのヒアリング調査項目 
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第３章 調査結果 

３－１ 調査結果のサマリー 

本調査では、国外事例 93件、国内事例 60件の合計 153件のテクノロジー活用事例を収集した。

各場面の種別ごとでは、「競技の強化」に関する事例が最も多く 88件であり、国外の事例が多く存

在した。そのうち特に「パフォーマンス管理・健康管理（25件）」が最も多く、次いで「トレーニ

ング（21件）」、「分析・作戦（20件）」に関する事例が多かった。一方で、「競技の育成」に関

する事例の中では、「栄養・食事管理」に該当する国外事例、「暴力防止」に該当する国内事例が

0件であった。 

 

 

 また、国内のフィットネス関連事業者が今後活用することが可能な、国内外の最新の消費者向け

テクノロジーの活用事例については、国外事例 27件、国内事例 5件の合計 32件のテクノロジー活

用事例を収集した。 
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３－２ スポーツ競技の強化、普及、育成別での特徴 

スポーツを実施する環境でのテクノロジー活用事例について、「競技の強化」「競技の普及」

「競技の育成」の観点で整理を実施することで、国内外のスポーツ団体が抱える課題の解決や付加

価値向上にどのような影響があるかを分析している。 

 

（１） 競技の強化に関するテクノロジー活用の特徴 

① トレーニング 

定義 選手が競技に関連する自身の身体的、精神的、技術的な能力等を向上させる際な

どに利用することが可能なテクノロジー 

概要 • 様々な競技において、VRで疑似体験を用いた技術トレーニングやメンタルト

レーニング等を実施することが可能なテクノロジーの導入が進んでいる。ま

た、普段では環境や条件が揃わなければ実施することができなかった競技も

VRを用いることでリアルな環境や条件に近い状態での技術練習を実現するこ

とを可能としているテクノロジーも存在。 

• センサーやウェアラブル端末、映像等を活用して動作をデータ化及び可視化

し、ファクトに基づきながら多角的な方面からプレー動作の改善を目指すた

めに活用可能なテクノロジーの事例も多く存在している。 

国内外の比較 • 国外事例 16件、国内事例 5件となっており、国内外の事例数に差がある。 

• 国外では VR等の最先端テクノロジーを活用し、従来の練習方法とは異なる

練習を実施しているチームも多く存在している。また、特定の練習を実施す

る際にセンサーやウェアラブル端末を活用することで選手自身のプレー中の

動きを分析し、プレー動作の改善を図っている。 

• 一方で、国内でも同様にテクノロジーを活用したプレー動作の解析等が近年

実施しているが、基本的には国外で導入済みのテクノロジーを後追いする形

で導入し、活用している傾向にある。特にプロ野球の各チームでは、MLB各

チームで導入済みの投球データを解析するツールを積極的に導入している傾

向にある。 
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② 指導・コーチング 

定義 指導者が選手の指導やチームのマネジメントを行う際などに利用することが可能

なテクノロジー 

概要 • 練習や試合内容の共有や選手の健康管理、活動スケジュールの共有等のチー

ム全体のマネジメントを行うためのツールが多くのチームにて導入されてい

る。 

• また、指導者の利便性を向上させるために練習内容の計画支援や練習内容の

分析等を実施することが可能なツール、選手と指導者間のコミュニケーショ

ン用ツールに関する事例も存在する。 

国内外の比較 • 国外事例 7件、国内事例 2件と事例自体は少数となっている。 

• 国内外で導入されているテクノロジーに大きな差は存在せず、共にチームの

運営面や指導者の利便性を向上させるためのツール等が導入されている。 

• 特筆すべき事例としては、Jリーグのクラブでは、指導者ごとに属人化され

たメソッドをデジタル化/体系化することで、人・場所・環境にとらわれず

に個々のステージに合わせたトレーニングを実現するテクノロジーを導入し

ており、指導者によって指導方法や練習方針が異なるのではなく、チーム全

体で一貫した計画のもとトレーニング等を実行することを可能としている。 
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パフォーマンス管理・健康管理 

定義 練習中・試合中における選手のパフォーマンスやコンディショニングを測定・管

理・分析することや選手の日々の健康状態を管理するために利用することが可能

なテクノロジー 

概要 • サッカー、ラグビー、バスケットボール等の選手の走行が重要視される競技

を中心に、GPSトラッキングシステムやセンサー、ウェアラブル端末を用い

て選手のトラッキングデータ（走行速度、走行距離等）やパフォーマンスデ

ータ（心拍数や酸素レベル等）を計測する事例が中心となっている。 

• 試合中だけでなく、練習中にも活用され、取得したデータから選手のパフォ

ーマンス面やコンディショニング面を管理することで、試合に向けたベスト

なコンディショニング調整や怪我予防するためにも活用されている。 

• また、選手の怪我や健康管理に特化したツールも存在しており、データから

は把握できない体調面の管理も選手が情報を入力することで可視化すること

が可能となっている。 

国内外の比較 • 国外事例 17件、国内事例 8件と国内外の事例数に差があるが、国内外共に

選手データを取得するためのテクノロジーが積極的に導入されている。特に

国外では数多くの企業からトラッキングデータやパフォーマンスデータを収

集するためのサービスがリリースされている。 

• 本調査では 2018 年以降の事例を中心に収集しているが、国外の主要リーグ

では、2018 年以前から選手のトラッキングデータやパフォーマンスデータを

取得するためのテクノロジーをリーグ主導で導入している。また、国外のリ

ーグでは、選手データを取得するためのサービスをテクノロジー企業とパー

トナーシップを結び、開発していた事例も存在する。 

• 国内で活用されている国外企業によるサービスは、すでに国外のリーグやチ

ームでも導入済みの事例が多い。また、これまでは国外企業のサービスを利

用していたが、近年は価格やアフターフォローの充実度から国内企業がリリ

ースしているテクノロジーに乗り換えを実施しているチームも存在する。 
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③ 分析・作戦 

定義 戦術を立てるために映像分析を行う場合や、戦術理解や選手のプレー分析のため

に撮影した映像を選手に提供する際などに利用することが可能なテクノロジー 

概要 • 撮影した映像を分析するためのツールや、GPSトラッキングシステムを用い

て取得した選手のパフォーマンスデータと撮影した映像を組み合わせて各選

手を多角的な面から評価または分析する映像解析ツールまで幅広いテクノロ

ジーが存在している。 

• サッカー、ラグビー、バスケットボール等の選手の動きが戦術面で重要視さ

れる競技を中心に、相手チームの分析やチームの戦術を立てるためにテクノ

ロジーが活用されている。 

• また、映像や取得したデータをもとに AIが分析を自動で行うサービスも存

在する。 

• 映像分析に活用するための映像の撮影は手動で行っているチームが多いが、

近年はスタジアム内に AIが搭載された自動撮影ツールの導入が進んでい

る。 

国内外の比較 • 国外事例 12件、国内事例 8件となっているが、国内外ともに積極的に映像

やデータ分析ツールの導入が進められている。特に Hudlや Catapult等は国

内外問わず様々な競技で活用されており、導入しているチームが多い。 

• 国外では、テクノロジー企業と連携し、競技に特化した分析ツールを開発し

ている事例も存在する。 

• 国内では、国外企業のテクノロジーを活用しているチームが中心となってい

るが、近年は価格やアフターフォローの充実度から国内企業がリリースして

いるテクノロジーに乗り換えを実施しているチームも存在する。 
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④ 怪我予防 

定義 選手の怪我を未然に防ぐことに特化したテクノロジー 

概要 • ウェアラブル端末やセンサー等を用いてプレー中の筋肉の動きや筋肉疲労度

等を計測し数値化するテクノロジーや、身体への衝撃等を測定するテクノロ

ジーが存在する。 

• また、カメラで撮影した映像をもとに AIが動作を分析し、身体に負担が少

なく、怪我が発生しにくい最適なプレー動作への改善を支援するテクノロジ

ーも存在。 

国内外の比較 • 国外事例 7件、国内事例 1件となっており、国内外の事例数に大きな差があ

る。 

• 怪我の発生が問題視されている国外のラグビーやアメリカンフットボールの

リーグでは、リーグ主導で怪我を未然に防ぐために活用可能なテクノロジー

の導入も行っている。 

• また、NBAや Premiership Rugby、World Rugby では怪我を予防するための

サービスをリリースしている企業と連携し、実証事業を実施している。 
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⑤ 治療・リハビリ・リカバリー 

定義 ケガの治療やリハビリ、選手が試合後にコンディションを整えるために活用する

ことが可能なテクノロジー 

概要 • 身体に負荷をかけずにリハビリやリカバリーを実施することを可能とするテ

クノロジーの導入が進んでいる。 

• また、怪我後は実践感覚を失ってしまうことが懸念されるが、VRを用いる

ことで、練習ができない環境にある選手が実践に近い形でのトレーニングを

実施し、実践感覚を失わないこと、もしくは早期に実践感覚を取り戻すこと

を可能とするテクノロジーの導入も進んでいる。 

国内外の比較 • 国内事例が限定的なため国内外の比較については割愛する。 
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（２） 競技の普及に関するテクノロジー活用の特徴 

① 競技体験（スポーツ団体にて導入済み） 

定義 ファンが VR 等を用いて競技体験を提供しているテクノロジー 

概要 • VR を用いることで、プロと同様のプレー体験を経験することを可能として

いるテクノロジーが多く存在している。 

• また、容易に実施できない競技をテクノロジーの活用により体験可能として

いる事例も存在する。 

国内外の比較 • 国外事例 6件、国内事例 4件と事例自体は少数となっている。 

• 国外ではリーグや競技団体がテクノロジー企業と連携し、VRゲームを共同

開発し、ファンや競技を実際に体験したことのない一般消費者に対して、競

技を場所や時間を問わず、疑似体験することが可能な環境を提供している。 

• 一方で国内では、テクノロジー企業等がリリースしたサービスを活用し、イ

ベント等で短期的に活用しているケースが存在する。具体的な例として、日

本フェンシング協会による「スマートフェンシング」の活用を活用したイベ

ントや体験会の開催が挙げられる。 
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② 競技体験（スポーツ団体では未導入） 

定義 スポーツ団体にて将来的に活用が想定されるファンが VR等を用いて競技体験を

実施することが可能なテクノロジー 

概要 • ほとんどの事例が VRを着用することで、競技体験や競技に関するゲームを

プレーすることが可能なサービスとなっている。 

国内外の比較 • 国外企業のサービス 11件、国内企業のサービス 7件となっている。 

• 国内外の企業から VRを用いた競技体験を可能とするゲームがリリースされ

ており、より本格的な競技の実施に近い体験をすることが可能なサービスも

あれば、競技そのものとの連動性もあるが、どちらかというとゲーム感覚で

容易にプレーすることが可能なサービスも提供されている。 
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（３） 競技の育成に関するテクノロジー活用の特徴 

① トレーニング 

定義 ジュニアの選手が競技に関連する自身の身体的、精神的、技術的な能力等を向上

させる際などに利用することが可能なテクノロジー 

概要 • センサーや映像を用いて、自身のプレー動作等を確認・改善するために活用

可能なテクノロジーが存在している。 

• 具体的には野球におけるバッティングフォームや投球フォームの分析、バッ

トのスイングや投球を多角的に計測することが可能なサービスの事例やバス

ケットボールのシュートやパスの計測、シュートフォームの解析が可能なサ

ービス等が存在している。 

国内外の比較 • 国外事例 3件、国内事例 5件となっており、ジュニア選手がトレーニングに

活用しているテクノロジーの事例は限定的となっている。 

• 国外では、ジュニア世代向けに特化したテクノロジーではなく、ジュニア世

代でも利用することが可能なテクノロジーが導入されている。 

• 一方で、国内の事例はジュニア選手を主な対象としたサービスとなってお

り、指導者不足等により適切な指導を受けることができないジュニア選手に

とっても有益なサービスが存在している。 
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② 指導・コーチング 

定義 ジュニアの指導者が選手の指導やマネジメントを行う際などに利用することが可

能なテクノロジー 

概要 • 国内の中学校や高校の部活動では指導経験や競技経験がない指導者が存在す

ることから、専門的な知識を要した専門家に指導の悩みや指導方法を相談・

伝授してもらうことが可能なサービスが存在。 

• また、練習内容の記録や目標設定、指導者からの振り返り等を行えるツール

や指導者・選手・保護者間でのコミュニケーションツール、チームの業務面

での運営を支援するためツール等が備わったサービスも存在する。 

国内外の比較 • 国外事例 2件、国内事例 7件となっており、国内の事例が多くなっている。 

• 国外では、スポーツチームの運営を総合的に支援するツールが存在してお

り、ツール内で指導者は豊富な練習メニューから検索することが可能となっ

ている。 

• 国内では、競技経験や指導経験のない指導者を支援するサービスやコミュニ

ケーションツール、業務面での運営を支援するためツール等が備わった指導

者の利便性を向上するサービスが導入されている。 
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③ パフォーマンス管理・健康管理 

定義 ジュニアの練習中・試合中のパフォーマンスデータや日々の健康状態を把握する

ためのテクノロジー 

概要 • サッカーに特化した選手のトラッキングデータやパフォーマンスデータを取

得するためのテクノロジーが存在している。プロ向けの事例ではインナー等

のウェアに GPSデバイスを装着する事例が多かったが、ジュニアで活用され

ている事例ではセンサーを搭載したすね当てやスパイクに装着したセンサ

ー、インソールのセンサー等からパフォーマンスデータやキックに関する情

報を取得している。 

国内外の比較 • 国外事例 4件、国内事例 1件となっており、事例数が限定的となっているこ

とから国内外の比較については割愛する。 
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④ 分析・作戦 

定義 ジュニア世代において、映像撮影や戦術を立てるために映像分析を行う場合、戦

術理解や選手のプレー分析のために撮影した映像を選手に提供する際などに利用

することが可能なテクノロジー 

概要 • プロが活用するテクノロジーと同様に、撮影した映像を分析するためのツー

ルや、GPSトラッキングシステムを用いて取得した選手のパフォーマンスデ

ータと撮影した映像を組み合わせて各選手を多角的な面から評価または分析

する映像解析ツールまで幅広いテクノロジーが存在している。 

• 基本的にはプロでも活用可能なツールをジュニアチームでも活用しているケ

ースがほとんどであるが、一部運動部活動向けにリリースされているサービ

スも存在する。 

国内外の比較 • 国外事例が 1件のみとなっているため、国内外の比較については割愛する。 
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⑤ 栄養・食事管理 

定義 ジュニアの選手の栄養や食事管理をする際に活用することが可能なテクノロジー 

概要 • ジュニア選手が日々の食事を記録し、栄養面を管理するために活用可能なサ

ービスが国内で導入されている。様々な食事の栄養やカロリーデータが登録

されているため、日々の食事でどのような栄養やエネルギーが摂取できてい

るか数値的に把握することが可能。 

国内外の比較 • 国外事例が存在しないため、国内外の比較については割愛する。 
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⑥ 暴力防止 

定義 指導者によるジュニアの選手への暴力やハラスメントを防止するために利用する

ことが可能なテクノロジー 

概要 • 不祥事発生時に即座に報告することを可能とした、匿名性や利便性を備えた

コミュニケーションツールの事例が存在する。 

• また、不祥事の発生を防止するためのトレーニング動画等を視聴することが

可能なサービスの導入事例も存在する。 

国内外の比較 • 国内事例が存在しないため、国内外の比較については割愛する。 
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（４） フィットネス関連事業者にて活用が想定されるテクノロジー事例 

定義 国内のフィットネス事業者（フィットネスジムやヨガ教室等）が提供するサービ

スの付加価値向上や新たな顧客獲得手段として導入することで効果が発揮される

消費者向けテクノロジー 

概要 • デザイン性に富んだインテリアのように設置することが可能なテクノロジー

が多くリリースされている。 

• バーチャルレッスンやオンラインレッスンの実現を容易とするテクノロジー

も数多くリリースされている。具体的にはオンライン環境でもトレーニング

時の姿勢や動作が適切か判断することが可能なセンサー等が装備されたヨガ

マットや器具、AIによる動きの判定等が挙げられる。 

• また、VRの活用した新たなトレーニングを提供するサービス等も存在す

る。 

国内外の比較 • 国外企業のサービス 27件、国内企業のサービス 5件となっており、国外企

業がリリースしているサービスが大幅に上回っている。 

• 国外では、バーチャルレッスンやオンラインレッスンのハードルを下げるサ

ービスが次々とリリースされており、これまではジムやスタジオに通わない

と適切な指導を受けることができなかったレッスン等を自宅でも同じような

感覚で受講することを可能としている。 

• 国内の事例は限定的となっているが、俊敏性を鍛えるテクノロジーや AIが

トレーニングの動きを判定してくれるサービス等がリリースされている。 
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３－３ 国内外スポーツ団体の特徴 

国内外のスポーツ団体の事例数を比較した場合、国外スポーツ団体によるテクノロジー活用事例

数が 93 件であり国内事例の 60 件を上回る結果であった。「競技の強化」に関する事例については、

圧倒的に国外事例が多い傾向となっている。 

 

 

「競技の普及」に関する事例については、導入済みのテクノロジー及び未導入のテクノロジー共

に国外の事例が多くなっている。 
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一方で、「競技の育成」に関する事例については国内の事例が多く、特に「栄養・食事管理」に

関するテクノロジーの国外での導入事例は 0件であった。 
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指導・コーチング

パフォーマンス管理・健康管理

分析・作戦
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競技の育成

国外事例 国内事例
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（１） 国外スポーツ団体の特徴と傾向 

【競技の強化】 

国外スポーツ団体による「競技の強化」に関する事例は、企業とのパートナーシップのもと導入され

ている事例が多い傾向にある。特に「パフォーマンス管理・健康管理」や「分析・作戦」に関するテク

ノロジーでは、リーグが企業との中長期的なパートナーシップに基づき共同開発されているテクノロジ

ーも存在した。パートナーシップを提携した事例については、スポーツ団体としても広告効果促進のた

め、積極的に情報発信を行っていることが推察され、公開された情報をエビデンスとした本調査におい

て国外事例数を多く収集することができたと考えられる。 

事例の特徴としては、テレビ中継等や映像配信に活用する選手のデータを取得するためのテクノロジ

ーをリーグが主導で導入し、取得した情報については各チームへ共有しているケースが多い傾向にある。

さらに、リーグが課題として捉えているテーマに対するテクノロジーの導入もリーグ主導で積極的に行

われている傾向にある。具体的には、ラグビーやアメリカンフットボールのリーグでは、近年脳震盪予

防への課題意識が高く、衝撃を計測するテクノロジーや選手を怪我から守るためのテクノロジーがリー

グ主導で導入されている。また、「トレーニング」に関する事例では、VR を活用した新たな練習実施方

法を提供しているテクノロジーやセンサー等から取得した情報をもとにプレー動作を改善するために活

用するテクノロジーなど最先端の技術が活用されたテクノロジーを積極的に導入している。その背景と

して、国外のプロスポーツリーグには戦力を均衡させるための手段としてサラリーキャップや贅沢税が

設けられており、新たな戦力獲得に費用上限がある。このため、選手の技術力向上に資するテクノロジ

ーへ積極的に投資し、他チームとの戦力差の拡大を目指している傾向にあると想定される。 

 

【競技の普及】 

複数のリーグや団体がテクノロジー企業と連携して VRゲームをリリースしている点が国外事例の

特徴である。このようにリーグが開発やコンテンツ作成に携わり、VRゲームをリリースすることは

消費者に対し、実際の競技環境に近い競技体験を提供し、将来的な競技人口の拡大及びファンエン

ゲージメント向上にも寄与しているものと考えられる。 

また、今後スポーツ団体によって導入することが期待される企業によってリリースされている

「競技の普及」に関する国外のサービスは、エンターテイメント性の高い VRゲームが中心となって

いる。 

 

【競技の育成】 

「競技の育成」に関する事例は数が限定的となっており、その理由としては以下 2点が考えられ

る。 

1つ目の理由としては、トップチームで活用しているテクノロジーがユースチームでも活用され

ていることが考えられる。本調査で実施したデスクトップ調査からは国外企業がリリースしている

ジュニア選手に特化したテクノロジーの導入事例は把握できておらず、基本的にはプロでも活用可

能なテクノロジーがユース世代の代表チームやプロのユースチームで活用されている事例のみ収集

できている。 
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2つ目の理由として、導入されたテクノロジーに関するプレスリリースの配信やメディア等での

取り上げがほとんど行われていないことが考えられる。メディア面での露出が限定的なユースチー

ムや地域のスポーツクラブ等では、テクノロジーが導入されたとしても、公表することによって得

られる効果は限られていることから、公開情報として収集することができなかったことが想定され

る。 

また、アスリートのメタルヘルスをケアする観点から、スポーツ団体における暴力やハラスメン

トを防止するためのテクノロジー事例について「競技の育成」の領域にて調査を実施している。米

国の競技団体や大学スポーツにて積極的にテクノロジーが導入されており、国外企業によってリリ

ースされているサービス数は限定的ではあるが、スポーツ団体として、ガバナンス面強化のために

制度を厳格化することや教育を徹底するだけでなく、テクノロジーを導入し、選手が不祥事発生時

に報告しやすい環境を整備している。 
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（２） 国内スポーツ団体の特徴と傾向 

【競技の強化】 

国内のスポーツ団体による「競技の強化」に関するテクノロジーの活用事例は野球、サッカー、

バスケットボール等のプロスポーツリーグでの事例が多い傾向にあり、その他競技ではテクノロジ

ーの活用事例が少数となっている。特徴としては、「パフォーマンス管理・健康管理」や「分析・

作戦」に関するテクノロジーの導入事例が最も多いが、導入されているサービスは国外企業が提供

しているサービスが中心となっており、国外のリーグやチームが導入済しているテクノロジーを後

追いする形で導入する傾向が強い。一方で、近年では国内企業からも国外企業と同様のサービスが

提供されて始めており、国内テクノロジー企業のサービス導入も進みつつある。 

「怪我予防」や「治療・リカバリー・リハビリ」に関するテクノロジーの導入は限定的となって

おり、今後導入の余地がある分野であると想定される。 

国外ではリーグや競技団体だけでなく、チームもパートナーシップ契約を締結し、テクノロジー

を導入する傾向が強いが、国内のチームの場合はパートナーシップ締結に関する情報はほとんど存

在していないため、基本的には製品やサービスを購入のうえ、チームに導入していることが考えら

れる。 

【競技の普及】  

リーグやチームでは単発的なイベントで活用するために民間企業によって開発されたサービスを

短期的に導入している事例がいくつか存在するが、国外の事例のようにリーグ全体での普及に向け

たテクノロジーの活用事例は存在しない。一方で、日本フェンシング協会では民間企業が開発した

「スマートフェンシング」に開発段階から携わり、単発的なイベント等で活用するだけでなく、自

治体と連携し、定期的に小学校に訪問のうえ、競技体験の場を提供し、競技人口拡大を目指す取り

組みを実施している。 

 

【競技の育成】  

国内では、プロスポーツの下部組織にあたるユースチームやアカデミー、運動部活動や地域のス

ポーツクラブ等でのテクノロジーの活用事例が存在した。特に国外事例からは把握できなかったジ

ュニア世代に特化したテクノロジーを民間企業が開発しており、運動部活動で活用していることは

国内事例の特徴の一つとなっている。 

また、国外事例でみられた暴力やハラスメントを防止するためのテクノロジーが導入された事例

は存在せず、現状国内に同様のサービスが存在しないことは課題ではあるが、今後国内のスポーツ

団体での導入が期待される。 
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３－４ ヒアリング調査結果のまとめ 

 次に、国内外のスポーツ団体に実施したヒアリング調査の概要を記載する。ヒアリング調査は、

国内のスポーツ団体（実業団チーム・競技連盟の合計 2 団体）、国外の競技連盟（1 団体）、運動

部活動向けのサービスを展開している国内事業者（1 団体）の合計 4 団体にご協力いただいた。下

表ではそれぞれの団体へのヒアリング調査結果をとりまとめ、概要として整理している。 

 

表：国内スポーツ団体へのヒアリング調査結果 

区分 概要 

「競技の強化」に関す

るテクノロジーの導入

状況について 

実業団チーム 

• 他チームが導入しているテクノロジー活用方法を参考に導入している

状況ではあるが、試合中のプレー内容を分析するツールや、怪我を予

防するために選手のパフォーマンスデータを把握するセンサー、選手

の健康管理用ツール等を導入している。 

•  

競技連盟 

• テクノロジーの活用方法として、映像分析ツールを用いた戦略分析、

映像配信ツールによって練習や試合映像をいつでもどこでも視聴でき

る環境の提供、ウェアラブル端末やセンサーを用いたパフォーマンス

データや疲労度の計測、健康管理ツールを用いた選手の体調管理等を

協会では実施している。 
• 特に映像分析については、協会として専任のアナリストを保有してお

り、テクノロジーの活用が競技結果に成果として発揮できているた

ね、テクノロジーが競技力向上の一助になっていると実感している。

また、コーチの意向もテクノロジー導入に大きく影響している。 
• 特定の企業と東京五輪に至るまでサプライヤー契約を締結し、分析に

関わる人的リソース面等での支援を受けていた。 
「競技の普及」に関す

るテクノロジーの導入

状況について 

実業団チーム 

• 基本的にプレー体験を通じた普及啓発といったテクノロジーを介さな

い活動を実施しており、テクノロジーを活用した競技体験等の場を提

供する取り組みは実施していない。 

• コロナ禍においては、Teams を利用したファンとのコミュニケーショ

ン機会創出や競技指導等を試験的に実施した経験がある。 

競技連盟 

 国際的にも日本代表選手の競技力は大いに向上しているにも関わら

ず、国内での競技の普及は限定的となっている。 
 競技の特性上、競技を実施できる環境がない、環境があっても用具が

高いといった課題があることも事実のため、簡易な器具で疑似体験を

可能とするソリューションを開発した民間企業と連携し、普及活動を

進めている。なお、当該テクノロジーを活用した地域での体験イベン

ト等については自治体や教育機関等との連携により実施している。 
 テクノロジーを活用することで一般の方にまずは競技を体験してもら

う、競技に触れてもらう機会を創出することで、結果的に競技人口の

増加、競技力の向上につながることに期待している。 
「競技の育成」に関す

るテクノロジーの導入

状況について 

実業団チーム 

• ジュニアチームへのテクノロジー導入は実施しておらず、トップチー

ムで利用しているテクノロジーの活用も行っていない。 
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• ジュニアチームの試合会場は保護者等を含めた全員が会場入りできな

いため、試合映像をスマートフォン等で撮影し、動画配信ツールを活

用して保護者へ配信した実績がある。 

競技連盟 

 ジュニア選手の育成に関連するテクノロジーは全般的に導入していな

いが、一定の成績を残している選手については、強化練習に参加する

場合もあるため、シニアの強化指定選手が活用しているテクノロジー

に触れる機会がある。 
• ジュニア選手の育成におけるコンディション管理、トレーニングでの

テクノロジー活用は今後取り組みの余地がある領域と認識している。 
テクノロジー導入時の

課題について 

実業団チーム 

• 選手として活躍したプレイヤーがコーチ、監督といった指導者に就任

する場合は、指導にあたっても自身の経験や考え方が基本となること

が多い。そのため、テクノロジーを現役中に活用していない場合は、

積極的に活用する環境にならない傾向にある。このようにテクノロジ

ーの活用方針は指導者によって大きく異なるとの意見があった。 

• テクノロジー導入時は費用対効果の確認について母体企業から厳しく

精査される。このため、導入を希望するテクノロジーについても同様

の観点で導入可否を判断する必要があるとの意見があった。 

• 過去に実証事業で最先端テクノロジーを導入したが、設備面が整って

おらず、正確な計測等ができないという技術的な課題に直面したこと

がある。 

• 資金的な問題からアナリスト等のテクノロジーを取り扱える人材が不

足しているチームでは、大学生等をアルバイトとして雇用し、データ

取得をしているチームも存在することが挙げられた。 

競技連盟 

• 更なるテクノロジーの活用を推進するためには、テクノロジー人材の

確保が課題として挙げられる。協会としての人員はある程度限られる

ため、新たな人材を確保し続けることが難しい状況であるが、個人の

ノウハウに依存しない環境を構築することが重要な観点となると認識

されている。 
• また、協会の年間予算として、テクノロジーにどれだけの費用が必要

か、毎年協会内でのヒアリング等を通して予算確保を実施している

が、テクノロジーに関する費用負担を協会としてオーソライズし、費

用を拠出することが重要な観点になるとの意見もあった。 
今後のテクノロジー活

用について 

実業団チーム 

• 基本的には「競技の強化」に関するテクノロジー導入が優先されると

の考えがある。 

• 実業団の場合、同じ企業を母体にもつ他競技のチームが存在すること

から、競技の垣根をこえた交流を行い、テクノロジーの活用方法等に

関するコミュニケーションを取れる環境を整備することは新たなテク

ノロジーの活用方法を把握すること等に有益であると感じているとの

意見もあった。 

競技連盟 

• 過去 10 年程度で協会として様々な観点からテクノロジーの導入を積極

的に実施しているが、テクノロジーを活用できる事業領域はまだまだ

存在すると感じているおり、新たなソリューションの活用や発掘とい

った部分について今後も継続的な検討が必要であるとの考えが挙げら

れた。今後の発展としては、「競技の強化」について、更なるテクノ
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ロジーの活用が進行すると想定している。また、「競技の普及」面で

活用可能な VR 等の技術を応用し、よりリアルな競技体験に近い体験を

得られるような取り組みを実施することも検討している。 
• 特に「競技の普及」における VR のような新たなテクノロジーを活用し

た取り組みが世界的に実現できていない分野では、日本が世界をリー

ドできるチャンスであるとの意見もあった。 
 

表：国外競技連盟へのヒアリング調査結果 

区分 概要 

「競技の強化」「競技

の普及」「競技の育

成」に関するテクノロ

ジーの導入状況につい

て 

• 「競技の強化」に関するテクノロジーの導入事例は選手のパフォーマ

ンスデータを把握する事例などが一部存在するが、競技の特性によっ

てテクノロジーの導入が遅れているとの意見があった。また、「競技

の育成」に関するテクノロジーの導入は実施していない。 

• 「競技の普及」に関するテクノロジーも導入しておらず、導入してい

ない背景として、子供を含めた競技人口が国内に十分存在しており、

普及活動の必要性を感じていないことが挙げられた。 

暴力やハラスメントを

防止するためのテクノ

ロジー導入状況につい

て 

• 国内でアスリートへの虐待や性的ハラスメントに関する問題が浮き彫

りになり、不祥事の発生を未然に防ぐための取り組みを強化する必要

性が発生したことがきっかけで、テクノロジーの導入が決定した。 

• 以前から簡単な web フォームのようなツールを導入しており、不祥事

発生時に報告するツールとして利用することを促していたが、不祥事

等を申告する際にのみ利用するツールであり、デザイン面や入力項目

の多さから利用ハードルが高いツールであった。よって、利便性が高

く、匿名性も兼ね備えた日々のコミュニケーションツールとしても利

用可能なサービスを導入することで、選手が気軽に相談や不祥事に関

する報告をすることが可能な環境を整備した。 

• 活用方法としては、当該テクノロジーに装備されたテキストメッセー

ジ機能を主に活用しており、選手はテキストメッセージ機能を通し

て、不祥事等の報告はもちろんのこと、日々の悩みや疑問点等を協会

側に匿名で連絡することが可能となっており、協会側からテキストメ

ッセージベースでコミュニケーションをとることや必要な情報提供を

実施している。 

• 不祥事の発生を防いでいるという直接的な成果は把握することができ

ていないが、導入の結果、協会と選手間でのコミュニケーションの機

会が増え、以前より良い関係性を構築しやすい環境が整備されている

ことや、選手の心理的安全性を確保することも可能となっている点が

導入メリットとして挙げられた。 

その他暴力やハラスメ

ント防止のために実施

している取り組みにつ

いて 

 テクノロジー導入以外では、暴力やハラスメントを防止するために

「制度の構築」と「教育の徹底」の 2 点を強く意識しており、制度に

ついては加害者に対する厳格なルール作りを実施している。教育につ

いては、指導者への教育機会の提供はもちろんのこと、オンラインで

受講可能な講義の提供や冊子の提供等、選手や保護者も受講可能な教

育環境の整備も実施しており、不祥事を未然に防ぐための取り組みを

積極的に実施していることが把握できた。 

暴力やハラスメント発

覚時の対応方法につい

• 不祥事の内容に応じて協会内部で対応するケースと統括団体や自治体

への報告が必要なケースがあり、不祥事の内容に応じて対応方法が異
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て なることが把握できた。 

• また、不祥事の発生を未然に防ぐための取り組みとして、指導者やチ

ームドクター等の選手と直接的な関わりを持つ可能性のある人材採用

時は、徹底した身元調査を実施しており、過去に 1 度でも告訴された

場合（取り下げも含む）は、採用しない取り決めになっているとの共

有があった。また、過去に協会に所属していたが、不祥事等により追

放となった人間は HP 上に一覧化するなど徹底的な対応が行われてい

る。 

 

表：運動部活動向けのサービスを展開している国内事業者へのヒアリング調査結果 

区分 概要 

運動部活動へのテクノ

ロジー導入状況につい

て 

• 分析ツールを提供しているが、強豪校の運動部活動だけでなく、幅広

い運動部活動で当該サービスが導入されている。 

• また、運動部活動だけでなく、実証事業を通した小学校の体育の授業

へのテクノロジーの導入も実施している。 

運動部活動が直面する

課題について 

• 運動部活動の課題として、教員への負担という側面がクローズアップ

されているが、本質的には教員の仕事になっていないという点が課題

であるとの意見があった。指導を実施している教員に対して、適正な

報酬が提供されるべきであり、無報酬で実施するという考え方の変革

が必要との意見も挙げられた。 

• 学校は一般的なビジネス領域よりは IT 利活用の導入が遅れており、IT

サービスの導入には高いハードルがあるとされている。新型コロナウ

イルス感染症の影響もあり、考え方がアップデートされつつあるが、

未だにチームを強化するために IT サービスを導入することが投資にな

るという価値観が存在しないとの意見もあり、今後は教育現場におい

て、テクノロジーを活用するという文化を醸成する必要がある。 

• また、費用面もテクノロジー導入時の課題の一つとして挙げられ、テ

クノロジーを運動部活動に導入する際のサービス費用はほとんどの場

合、保護者が支払っている。一方で家庭によっては、費用が大きな負

担となる場合もあり、そのような点も課題として検討が必要であると

の意見もあった。 

運動部活動へのテクノ

ロジー導入を促進する

ための解決策について 

• まずは運動部活動の現場だけではなく、学校全体の DX が必要になる

との意見が挙げられた。 

• 今後運動部活動へのテクノロジーの導入を促進するためには、テクノ

ロジーを導入することで生徒の教育につながるといった価値観を教員

や保護者に提供する必要があるとの意見があった。教員本来の価値基

準にそったサービスであれば、学校として導入の可能性は存在し、投

資判断を行う教師、また保護者にとって検討に値する価値となると考

えられる。テクノロジーを活用した分析ツール等の導入は新たな観点

での教育の要素を生み出せると考える。 

• 学生がスポーツを何のために実施するのかということを明示すること

が重要であり、スポーツを実施していたことが社会に出たときに役に

立つということを意識することが肝要となるとの意見もあった。 
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第４章 示唆とまとめ 

４－１ 「競技の強化」に関するテクノロジー導入に向けた取り組み 

国内には資金面や人材面でのリソース不足が障壁となり、競技の強化に関するテクノロジーを積

極的に導入できないスポーツ団体が存在する。一方で競技力向上のため、テクノロジーの活用は必

要不可欠な要素となっており、国内のスポーツ団体が競技の強化におけるテクノロジー活用を推進

できる環境を構築するための方策を検討することが必要となる。 

国外のスポーツ団体では、テレビ中継等の放映、配信、またベッティング等に活用する選手デー

タの取得に関するテクノロジーをリーグ主導で導入し、取得した情報を各チームへ共有しているケ

ースが多い傾向であることを把握している。また、リーグが課題として捉えているテーマに対する

テクノロジーの導入もリーグ主導で積極的に行われている。具体的には、ラグビーやアメリカフッ

トボールのリーグでは、脳震盪予防への課題意識が高く、衝撃を計測するテクノロジーや選手を怪

我から守るためのテクノロジーがリーグ主導で導入されている。また、米国のプロリーグ等では戦

力を均衡させるための手段としてサラリーキャップや贅沢税が設けられているが、テクノロジー導

入への出資には制限がない。このため、チーム主導でトレーニングにおけるテクノロジーや分析ツ

ール等の導入が積極的に行われており、選手の競技技術向上やチーム力の強化を図り、他チームと

の戦力差の拡大を目指している。このような取り組みにおいてチームは、テクノロジー企業等と包

括的なパートナーシップを締結し、テクノロジー企業側が持つサービスやリソースを活用している

事例が多い。 

国内のスポーツ団体においても「競技の強化」に関するテクノロジー活用は野球、サッカー、バ

スケットボール等のプロリーグに所属するチームで積極的に導入されている。また、国際大会等の

ナショナルチーム等においては、テクノロジーが積極的に活用されている事例も存在する。 

一方で、これらのテクノロジーについては、海外のスポーツ団体で導入済みのテクノロジーが数

年遅れて導入されている傾向にあり、欧米諸国のプロチーム等と比較するとテクノロジーの活用に

遅れが生じていると考えられる。また、前述のように競技団体や実業団チーム等においては資金面、

人材面でのリソース不足からテクノロジーの活用が進んでいない状況にある。国内スポーツにおけ

る競技力については、各種スポーツ団体が国内外の大会等で高い成績を残しており、テクノロジー

活用の必要性が積極的に議論されていない可能性が想定される。このような状況は、テクノロジー

が現状以上に競技力へ影響を与えることとなった場合、テクノロジーを積極的に活用する国外団体

に遅れをとり、競技力向上のボトルネックとなる可能性がある。 

テクノロジーの導入が目的ではないものの新たなテクノロジーを活用する意識については、国内

のスポーツ団体にとって今後、必要不可欠な視点である。このような状況において、「競技の強化」

に関するテクノロジー導入を進展させるためには、導入コストの削減を目的し、国内スポーツリー

グ等が全チーム共通のツールやサービスを導入し、各チームに展開することを方策として有効であ

ると考えられる。同一のリーグ等に所属するチーム同士は競合する立場にあり共通のテクノロジー

導入には一定の障壁は想定されるが、テクノロジーを活用できる基盤を整備することで、テクノロ

ジーを活用する機運を醸成する効果がある。 

また、テクノロジー企業の製品やサービスを実証する場として試合、競技大会等の競技コンテン

ツを提供することも重要な観点となる。スポーツ団体は最先端のテクノロジーを費用負担なく活用

できる可能性があり、企業側もブランディング、製品改善のために必要な情報を取得できることか
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ら、相互利益を享受できることが想定される。国外においてはスポーツ団体がテクノロジー企業と

連携し、研究や実証の場として競技コンテンツを提供している。 

 

スポーツ団体名 取り組み内容 概要 
NBA NBA が重要課題と考える

テーマにおいて、ビジネ

スアイデアを募るコンテ

スト「NBA Launchpad」
を開催 

2022 年は下記 5 つの企業が選定され、各企業は

デモデー等を経て NBA のプラットフォームを活

用した実証事業へ進む 9 
• BetterGuards：選手の怪我を防ぎつつ、柔軟な

動きを容易とする足首サポーターを提供 
• Breathwrk：アスリートの覚醒、集中、睡眠を助

けるための呼吸法のガイド付きアプリを作成 
• Nextiles：選手の動きを追跡するセンサー織布を

使用したスマートウェアを開発 
• Rezzil：トレーニングやリハビリ、試合データ

の分析のために活用可能な VR サービスを提供 
• Uplift Labs：健康やパフォーマンスを高めるた

めの動きを分析する AI ソフトウェアを開発 
Premiership 
Rugby 
World Rugby 

Prevent Biometrics 社の

マウスガードを用いた頭

部への衝撃計測に関する

実証事業 

センサーが装備されたマウスガードを活用し、頭

部への衝撃の内容に関するデータをリアルタイム

で把握し、怪我に関する傾向や今後の怪我予防に

関する検証を実施 10 

Rugby Australia 
World Rugby 
New Zealand 
Rugby 

NeuroFlex 社の VR テク

ノロジーを活用した脳震

盪判定に関する実証事業 

脳震盪の判定支援のために VR による眼球運動機

能を確認するテクノロジーを試験的に導入。試合

中に選手が頭部へ打撃を受けた際に従来の脳震盪

判定の実施とともに、VR を活用した眼球運動機

能の確認を併せて実施し、判定の正確性を検証 11 
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国内の各スポーツ団体では、国外での実績等から競技力向上において一定の成果が得られること

を基準としてテクノロジーを導入する傾向があるが、テクノロジー企業側との共創という視点も持

ち、試験的なテクノロジー導入を積極的に実施することも必要と考えられる。この際、場当たり的

なテクノロジー導入ではなく、テクノロジー企業とどのような関係性を築くかといった方向性を充

分に考慮することも重要な観点となる。  



49 

 

４－２ 「競技の普及」に関するテクノロジー導入へ向けた取り組み 

日本スポーツ協会が 2020 年に実施した都道府県体育・スポーツ協会加盟の競技団体へのアンケ

ート調査では、「会員の不足」や「諸事業を実施する施設の確保」が団体運営上の課題の上位とし

て挙げられており 12、国内における多くのスポーツ団体にとって競技の普及は重要な課題となる。 

競技の普及においては、各スポーツ団体が競技の特性や競技の認知度等から、対象となるターゲ

ットを明確にしたうえ取り組みを進める必要がある。 

本事業の事例調査結果等から、「競技の普及」に関するテクノロジーの活用方向性を下記に分類

した。 

（１） 競技参加機会の増加を促すテクノロジーの導入 

スポーツには身体のみで実施する競技もあれば、様々な用具や施設等が必要となる競技もあり、

個人競技、団体競技といった競技実施にあたっての必要人数にも違いがある。全ての競技がいつで

も気軽に実施できる訳ではない。また、野球やサッカー等をはじめとする認知度が高く、ルールや

競技の特性についての理解が比較的進んでいる競技は少数である。 

このようなことから、競技実施の容易性や一般消費者からの競技への関心度を高める、競技体験

の場を提供することが肝要である。「競技に全く親しみのない層」や「興味はあるが、競技を実施

したことのない層」に対して、「競技を知ってもらう」「体験してもらう」場をテクノロジーの活

用により提供することで、競技への興味・関心の向上、競技実施の意向の向上につながり、ひいて

は競技人口の拡大に貢献すると想定される。日本フェンシング協会では「スマートフェンシング」

と呼ばれる柔軟性のある剣と導電性のあるジャケットを使用して、実際のフェンシングの疑似体験

可能なサービスを活用した普及活動を全国で実施している 13。 

国内のスポーツ団体において、テクノロジーを用いた競技体験を積極的に提供していくことは、

「競技に全く親しみのない層」や「興味はあるが、競技を実施したことのない層」への競技参加意

欲向上や将来的な競技人口の拡大に関して大きな役割を担うと期待される。 

また、一度は競技を実施したことのある方、具体的には「競技を実施したことはあるが、日常的

に実施していない層」、「競技を日常的に実施している層」への参加意欲を向上させる取り組みも

重要である。近年、新型コロナウイルス感染症拡大等の影響から、テクノロジーを活用し、現地以

外でも参加できる大会やイベントが開催されている。テクノロジーの活用により、競技実施に必要

な器具の簡素化、競技性以外での楽しみ方を提供できる可能性があり、これらの取り組みも、競技

人口の拡大に寄与し、将来的な競技の発展が期待される。Tour de France ではバーチャルサイクリ

ングサービス「Zwift」を活用し、バーチャルイベント「L’Etape du Tour de France」を開催するこ

とで競技者の幅を広げる取組みを実施している 14。 

（２） 競技レベルの体感を創出するテクノロジーの導入 

「興味はあるが、競技を実施したことのない層」や「競技を実施したことはあるが、日常的に実

施していない層」に対しては、VR 等を用いることでプロレベルのプレー体験を得られるといった

普及方策が有効であると考えられる。一般消費者が実態に近い状況をテクノロジーにより体感でき

る環境を整備することで、競技の魅力や難しさを実感し、将来的に実際な競技を実施するきっかけ

や、日常的な競技実施につながることが期待される。広島東洋カープでは VR 上でチーム所属の投
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手のリアルな投球を体感できるテクノロジーをイベントで活用し、ファンに対する競技体験の場を

提供した事例が存在する 15。 

また、このような技術は、様々な要因から競技を実施したくても実施できない方々に対して、競

技体験の場を提供する有効的な方策である。例えば、NFL ではテクノロジー企業と連携し、一般消

費者向けの VR ゲームを開発し、一般消費者が時間や場所を問わず競技体験が可能なサービスを提

供し、競技の普及促進を図っている 16。 

（３） テクノロジー導入に向けた人材の育成 

 国内のスポーツ団体がテクノロジーを活用した「競技の普及」に関する取り組みを推進するため

には、テクノロジーの活用方法を具体化できる人材の育成も必要となる。 

国内のスポーツ団体において最も導入されている分野である、選手やチームを強化するためのテ

クノロジーは、指導者やスタッフによる導入が進んでいる。一方で、国内の多くのスポーツ団体は

限られた人的リソースにて運営されており、「競技の普及」に関するテクノロジーの導入や導入後

の有効的な活用方法に関する知見を持つ人材が不足していることが現状のテクノロジー活用状況か

ら推察される。 

「競技の普及」に関するテクノロジーの導入目的は、短期的な目線ではファンエンゲージメント

の要素も強いが、長期的には競技人口の拡大を望める取組みであり、テクノロジーを活用した事業

推進が求められる分野である。このため、導入するテクノロジーの内容だけでなく、明確なビジョ

ンを持ち導入の判断を検討できるテクノロジー人材もスポーツ産業において必要な人材となる。 

 また、普及に関する活動は、自団体のみで完結する形態ではなく、他のスポーツ団体や企業、地

域等を巻き込んだ取り組みが必要になると想定される。こういった観点からも競技性に特化した人

材だけでなく、産業としての事業運営やテクノロジーの知見を持つ人材を育成、登用することが肝

要である。 

これまでで紹介したテクノロジーを活用した競技の普及に関する取り組みの実施には資金面や運

営面での負担が大きく、自団体だけで取り組みを進めることは難しいことも想定される。取り組み

推進にあたっては、テクノロジー企業との連携や他の団体や自治体を巻き込んだ運営体制構築等、

スポーツ団体以外の組織と積極的な交流を実施することが求められる。 

競技の特性や状況に応じたテクノロジーを活用した普及活動の実施は、多様化した社会において

も将来的な競技人口の拡大や競技の発展につながることが期待される。 

  



51 

 

４－３ 「競技の育成」に関するテクノロジー導入へ向けた取り組み（ジュニア年代のアスリート

育成） 

国内では 2019 年時点の運動部活動加入状況が中学生において 61.8%、高校生で 45.4%となって

おり、大半の中高生が競技的な運動を実施する場は運動部活動となっている 17。このようなことか

ら国内での育成年代におけるテクノロジー活用の推進は運動部活動への導入が肝要となる。 

本事業の調査結果では、国内における育成年代（18 歳以下）へのテクノロジー導入事例の中心は、

運動部活動の事例となっている。具体的な技術内容については、適切な指導が受けることのできな

い学生向けの指導用ツールや映像分析ツールが中心となる。 

一方で全国的に多数の事例が存在するわけではなく、今後運動部活動におけるテクノロジーの更

なる導入を促進するためには学校、生徒、教員、保護者等の理解を促進するための取り組みが必要

になる。 

本事業において把握した運動部活動に関するテクノロジーの導入促進のポイントは 2 点挙げられ

る。 

1 点目は運動部活動におけるテクノロジーの必要性について教職員や保護者からの理解を得るこ

とである。スポーツをするうえでのテクノロジー活用は選手個人の競技力の向上やチームを強化す

るための手段として用いられることから、必ずしも運動部活動を実施するうえで必要ではなく、テ

クノロジーを導入する意義や目的について競技の強化以外の側面を教員や保護者に理解いただく必

要がある。実態として、テクノロジーの導入は運動部活動を顧問として指導する教職員の負担につ

ながる可能性もあり、多くの教育現場では敬遠される可能性がある。このため、競技力の向上等の

テクノロジー本来の目的に加え、生徒自身の教育的成長に貢献するといった利点を明らかにする必

要がある。運動部活動へのテクノロジー導入が競技面以外での生徒の自己成長につながるのであれ

ば、教職員や保護者からの理解が得やすいと想定され、導入促進が期待される。 

2 点目はテクノロジーを導入する際の費用負担に関する課題を解決することが挙げられる。運動

部活動へのテクノロジーの導入費用は基本的には保護者が負担する場合が多い。一方で運動部活動

におけるテクノロジー導入にかかる費用が負担できない家庭も存在することが実態であり、受益者

負担の原則だけではなく、補助金等の金銭的な支援の検討が必要となる。 

国内の運動部活動において幅広くテクノロジーの活用を促進するためには、競技力向上やチーム

力強化だけでなく、運動部活動本来の目的である教育的な要素の検討が必要である。また、金銭的

な面での支援も考慮し、テクノロジー企業等により開発された安価なサービスを取り入れることが

肝要となる。 

また、本調査では、育成年代の指導者が活用することが可能なツールについても把握することがで

きた。国内では、「担当教科が保健体育ではない」かつ「現在担当している運動部活動の競技経験がな

い」教員は、中学校で 26.9%、高等学校で 25.3%となっており、一定数の運動部活動で競技経験のない

教員によって指導が行われている状況である。また、これらの教員のうち中学校で 35.9％、高等学校

で 31.5％が、「自分自身の専門的指導力の不足」を課題としていることも明らかになっている 18。この

ような状況を踏まえると、今後は専門的な指導力を有していない教員を支援するためのテクノロジーや

学生自身が専門家からの技術指導をオンラインで受講できるテクノロジー等の活用を推進することが重

要である。その結果、全国の学生が自身の置かれた環境に関わらず、適切な技術指導のもと、運動部活

動を実施できることが期待される。  
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４－４ 競技の育成」に関するテクノロジー導入へ向けた取り組み（組織の基盤強化） 

 本事業の事例調査により把握した暴力やハラスメント防止に関するテクノロジーについては、国

内では目立った取り組みが無い領域であり、国外の事例は国内のスポーツ団体により有益な情報と

なる。 

 日本スポーツ振興センターによる「トップアスリートのための暴力・ハラスメント相談窓口」や

各競技団体にて相談窓口用の電話番号やメールアドレスが設けているが、相談時に個人情報を開示

する必要もあり、利用者にとって一定の心理的負担が想定される。また、相談窓口の担当者が競技

団体内の倫理委員長となっているケースが多い。国内の多くの競技団体では暴力やハラスメントの

ガイドライン等について整理されているが、競技者にとって最適な環境を構築するためのテクノロ

ジー活用には検討の余地がある。 

国外のテクノロジー活用事例として、選手が抱える暴力やハラスメント問題だけでなく、怪我や

メンタルヘルスの問題等、様々な課題を匿名で報告できるコミュニケーション用サービスを調査し

た。その結果、米国のプロスポーツリーグや競技団体、大学スポーツといった広範囲でテクノロジ

ー活用の事例を把握できた。米国のスポーツ団体にて積極的に進んでいる理由として、2017 年に発

覚したアメリカ体操協会のチームドクターによる選手への性的虐待事件や、米国のスポーツ界で課

題となっている若いアスリートのメンタルヘルスの不調等が挙げられ、各団体は選手に寄り添うた

めの手段としてテクノロジーが導入されている 1920。匿名性を持ち合わせたコミュニケーションツ

ール「RealResponse」を活用している競技団体に対するヒアリングでは、テクノロジーの活用方法

や導入効果等の実態を確認できた。利便性が高く、匿名性を持ったコミュニケーション用のアプリ

を導入することで、選手が暴力やハラスメントをはじめとするセンシティブな内容を報告する心理

的安全性を下げることに成功しており、アプリ導入により協会と選手間でのコミュニケーション機

会の増加により、良好な関係性を構築している。 

国内スポーツ団体が暴力やハラスメント等を防止、抑制していくため、制度の厳格化や選手、指

導者、保護者に対する普及啓発は必要不可欠であるが、国外のスポーツ団体で導入されているコミ

ュニケーションツールの有効性を認識することも重要である。国内のスポーツ団体が選手や指導者

だけでなく保護者も匿名性を保持しスポーツ団体へアクセスできる手段を認識し、環境を整備する

ことで、暴力やハラスメントの抑制や問題発生後の迅速な対処へとつながることが想定される。 

また、このようなコミュニケーションツールの導入は、暴力やハラスメントの防止の役割を果た

すだけでなく、日常的なスポーツ実施に対する不安や悩みなどの相談ツールとしても期待される。

スポーツ団体としても、競技において選手が必要としている支援内容や課題把握を日常的に実行で

き、すべての選手が競技に専念しやすい状況を整備でき、持続可能性を持ったスポーツ実施環境を

整備可能となる。 
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